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　　 当社は、2024年5月15日に、スタンダード市場の上場維持基準への適合に向けた計画を提出し、その内容を開示

　しております。

　　 この度、東京証券取引所より「上場維持基準（分布基準）への適合状況について」を受領し、改善期間入りしている

　ことから、当社の基準日である2025年3月31日時点における計画の進捗状況等について、下記のとおり作成しましたの

　で、お知らせいたします。

1.当社の上場維持基準の適合状況

　　 当社の2025年3月31日時点におけるスタンダード市場の上場維持基準への適合状況及び推移につきましては、

　下表のとおりとなっております。上場維持基準のうち「流通株式時価総額」については2025年3月31日時点においても

　基準を充たしておりません。下表のとおり、「流通株式時価総額」に関しては2026年3月31日までに上場維持基準を充

　たすために、引き続き各種取組を進めてまいります。

　 　なお、流通株式時価総額基準について、次の基準日である2026年3月31日までに適合できなかった場合には、東京

  証券取引所より監理銘柄（確認中）に指定されます。その後審査の結果、流通株式時価総額基準に適合している状況が

　確認されなかった場合には、整理銘柄に指定され、当社株式は2026年10月1日に上場廃止となります。

株主数 流通株式数 流通株式時価総額 流通株式比率

（人） （単位） （億円） （％）

2024年3月31日時点 3,583 40,466 9.8 29.2

2025年3月31日時点 3,352 40,725 7.8 29.4
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（注）当社の適合状況は、東京証券取引所が基準日時点で把握している当社の株券等の分布状況等をもとに

　　　算出を行ったものです。
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2.上場維持基準への適合に向けた取組の実施状況及び評価（2024年4月1日～2025年3月31日）

　　　当社は、2024年5月15日付「上場維持基準の適合に向けた計画」において、流通株式時価総額の向上を基本方針

　　とし、新規事業・新製品の開発・販売など事業構造の改革を進め、収益の拡大による業績の改善を図ってまいりました。

　　しかしながら客先の設備投資計画の変動や、納期の長期化の影響などで、安定した収益力の回復までに時間を要し

    ております。

　　　当期において7期連続して営業損失を計上し、業績の低迷が株価下落の主たる要因と判断しております。

　　また、株主構成において既存株主の非流通株式の保有割合が高いことも、その要因であると認識しております。

    

3.今後の課題と取組内容

　　　流通株式時価総額の向上を図るため、計画期間までに以下の取組を実施し、収益の拡大によって早急に業績の

　　改善を図ってまいります。

　 ①業績の改善

　　　　 収益拡大の施策として、画像処理外観検査装置においては新規市場を開拓し、付加価値の高い案件での受注

       獲得を図ります。また画像処理型検査エンジンなど積極的な製品開発と営業展開によって顧客の拡大に努めてま

　　　いります。

　　　　 ３Dソリューションシステムにおいては、自社開発したカーネルを採用した各種ソフトウェア製品の販売拡大と、それ

　　  に加えて当社製カーネルを搭載することで顧客の持つ製品のパーフォーマンスが従来より格段に向上する３Dカー

　　  ネルの販売を推進します。

　　　   新規事業として、オーディオ事業では米国市場において製品を上市し販売態勢を整え、今後収益獲得に貢献でき

　　  るよう事業展開を進めてまいります。

         これら施策によって収益力向上と財務体質強化を図り、今後の成長と安定した経営基盤を築いてまいります。

　　②流通株式の増加

　　　　  既存株主や市場環境への影響を勘案し株価に与える影響を最小限に留めながら、支配株主が保有する非流通株

　　　 式の売却を促進し、流通株式の増加を図ってまいります。

　　③サステナビリティ経営への取組及びIR活動の強化

　　　　 当社は、「技術は人のために」を企業理念とし、様々な社会課題に対して技術力を生かして克服することによって

　　　持続的な成長と企業価値向上を図る、サステナビリティを意識した経営を推進してまいります。

　　　　 また、当社は適時適切な経営情報の開示に努めるとともに、年2回の決算説明会など株主、投資家の皆様とのコミュ

　　　ニケーションを図っておりますが、活動内容については積極的に情報を発信してまいります。

以上


